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＜執筆＞

仕
事
の
掛
け
持
ち
開
始
後
に
心
臓
疾
患
で
死
亡

第 232 回

屋内プールや浴室などが混在する複合施

設で、Ａ社は機械警備と設備管理、Ｂ社は

清掃業務を請け負っていた。Ｘは、Ａ社に

期間契約社員として雇用され、午前 8 時～

午後 4 時までの「早番」と、午後 2 時 45

分～午後 10 時までの「遅番」を同僚と交

代勤務で働いていた。

ある時期からＸは、Ｂ社でもアルバイト

従業員として働き始めた。Ａ社での仕事に

支障が出ないよう、Ｂ社での勤務時間はＡ

社の業務終了後か非番日に設定していた。

仕事の掛け持ちが開始されてから数カ月

後、Ｘが施設内のトイレで死亡しているの

が発見された。検視の結果、死因は心臓疾

患と診断された。死亡直前の 6 カ月間、Ｘ

は、体調が優れない同僚に代わって早番か

ら遅番まで通しで働くことが週 2 回の頻度

であった。また、その他にも時間外労働が

あったため、月平均の時間外労働時間は 80

時間に迫り、死亡直前の 1 カ月間に至って

は 27 日間連続で勤務していた。同時期に

掛け持ちしていたＢ社での労働時間は 1 日

当たり 1 時間半から 2 時間程度で、休日も

週に 1 日程度は取れていた。

Ａ社における勤務に業務起因性が認めら

れ、Ｘの死亡は業務上災害と認定された。

いわゆる「過労死」の労災認定で、厚生

労働省が採用している基準の一つが「発症

前 1 カ月間におおむね 100 時間または発症

前 2 カ月間ないし 6 カ月間にわたって、1

カ月当たりおおむね 80 時間を超える時間

外労働が認められる場合」である。この基

が

え
る
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準を本事例に当てはめて考えると、Ｘが死

亡する直前のＡ社での勤務状況はこれに近

いといえ、労働災害と認定した国の判断は

妥当であるように思われる。

一方、Ｘは同時期にＡ社とＢ社の仕事を

掛け持ちしていたが、Ｂ社での勤務実態は

労災認定の際に判断材料とならないのだろ

うか。本事例ではＢ社での労働時間が極め

て短いため、労災認定の是非にさほど影響

しないが、Ａ社とＢ社の労働時間を合算し

て初めて認定基準を満たすような場合（例

えばＡ社での時間外労働が月平均 40 時間

でＢ社での所定労働時間が月 50 時間）は

認定の是非を大きく左右する問題となる。

結論から述べると、Ａ社とＢ社の労働時

間を合算して業務起因性の有無を判断する

ことにはならない。労災補償制度はあくま

で、労働基準法第 8 章によって個別の使用

者ごとに課せられた災害補償責任を担保す

る趣旨で定められたものである、とするの

が国の立場である。よって業務起因性の有

無はあくまで個別の職場ごとの業務に着目

して判断され、職場外で労働者が勤務時間

外にとった行動がその判断を左右すること

はない。本事例のように、労働者が二つの

職場を掛け持ちする場合であってもそれは

同様である。

ただし、二つの職場が互いに密接な関係

にあり、実質的に一つの職場といえるよう

な状況では必ずしもこの考え方は当てはま

るわけではない。その場合、二つの職場の

双方に労災補償責任あり、と判断されてし

まう可能性も否定できないので注意が必要

である。ちなみに本事例におけるＡ社とＢ

社は、同じ施設の中で仕事を請け負っては

いたものの、経営主体や資本の面では何ら

関連性はなかった。そのため相互に独立し

た職場とみなされ、Ａ社でのＸの勤務実態

のみが労災認定の判断材料とされた。

期間雇用やパート、派遣などのいわゆる

「非正規労働」が広まるに伴い、家計の不

足を補うべくダブルワークを志向する労働

者が増えてきている。労働者がダブルワー

クをする場合、主たる業務と従たる業務の

双方の使用者にはリスクがつきまとう。主

たる業務の使用者には、労働者が業務時間

外にも就労することで心身の疲労を十分に

回復することができず、本来の仕事に悪影

響が出るおそれがある。また従たる業務の

使用者には、賃金の支払い方法次第で労働

基準法違反を指摘される可能性がある。前

述した労災認定の判断基準とは異なり、法

定時間外労働の判断は二つの職場の労働時

間を合算して行われるので注意されたい。

就業規則などでダブルワークを禁じて

いる職場は少なくないと思われるが、労働

者の給料が思うように増えていかない現状

にあっては、無下に禁じるわけにはいかな

いような事態も十分に起こり得る。ダブル

ワークを認めるにせよ、受入先として雇い

入れるにせよ、ダブルワークを希望する労

働者にはその事情を念入りに聴取したうえ

で慎重に対応することが肝心である。
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